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電力需給システム

電力需給システムを何かに例えるとすると?
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世界で急拡大を続ける太陽光発電
 2022年の新規導入量は約236GW※

DC（日本の最大電力需要の1.5倍程度）で前年比1.35倍
 太陽電池モジュールの生産能力は導入量の約3倍の700GW超

※:容量の単位:GW（ギガワット＝100万kW）、GWDCは直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）
出所は国際エネルギー機関（IEA PVPS)

新規導入量（GWDC)

新規導入量

PVモジュール生産能力
PVモジュール生産量
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国内の太陽光発電 導入目標:2030年46％削減に向けて
 第６次エネルギー基本計画における2030年度の見通しは103.5～117.6GWAC（電源構成の14～16％）
 2020年度末の累計導入量は約61GWAC（電源構成の7～８％）
 JPEAにおいても従来の2030年公開ビジョンの100GWACから新たな目標125GWACを設定
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JPEA野心的目標125GW

第6次エネ基見通し103.5GW

JPEAビジョン100GW

第5次エネ基見通し64GW

第6次エネ基見通し117.6 第5次エネ基本見通し
64GW

第6次エネ基見通し
103.5GW～117.6GW
第6次エネ基見通し
103.5GW～117.6GW

新JPEAビジョン
125GW

JPEAビジョン
100GW（2020年公開）

2030年の野心的目標達成には、2020年度実績から2倍程度に増やす必要がある

※:容量の単位:GW（ギガワット＝100万kW）
交流出力（パワーコンディショナーの合計出）

2020年度迄の実績値は資源エネルギー庁のデータのに基づきJPEAが作成

61GWAC

注釈）GW（ギガワット＝100万kW）、GWACは交流出力（パワーコンディショナー（PCS)の合計出力）
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JPEAの2050年に向けた新ビジョンの概要

・技術的導入ポテンシャル
・経済性を考慮した導入量見通し
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2023年度公開
新 ”PV OUTLOOK 2050”  

2020年公開版
“PV OUTLOOK 2050”

最新のデータに基づき、将来の技術進展（変
換効率の向上等）・用途開発（EVやBIPV)や未利
用地（道路・鉄道・駐車場）、水上・農地利用
等を精査してポテンシャルを再評価。
前提条件等を開示。

過去のNEDO等の検討結果を踏まえ
JPEAが独自に算定。
課題:データが古い、農地利用等が不明確、

将来の技術進展・用途開発等が反映し
きれず。算定の前提条件等は非公開

導入ポテンシャル
技術的導入可能量

（11月7日公開）

2050年CN実現を前提とする
・2030年:125 GW
・2035年:171 GW
・2050年:386 GW
IRRに基づく経済性分析を軸に普及曲線や年
間導入量の制約等の組み合わせで推計。

2050年GHG80％削減が前提
・2030年:100 GW
・2050年:300 GW
電力セクターのGHG排出量を8割程度
削減するのに必要と思われる導入量か
らのバックキャストを軸に策定。

導入量見通し
経済性等を考慮

（11月7日公開）

2030年、2035年、2050年断面の電力需給
シミュレーションを行い導入見通しが実現可
能であることを検証。需要側対策の重要性と
セクターカップリングの効果等を定量評価。
費用便益評価の他、経済波及効果も推計。

2050年断面の電力需給シミュレー
ションを行い300GWが実現可能であ
ること、並びに必要とされる電力貯蔵
量等を推計。費用便益評価も実施

電力需給見通し
費用・便益評価
経済波及効果等
（現在策定中）

2050年に向けたJPEAビジョンの改定:背景・見直しのポイント

 2020年公開のビジョン “PV OUTLOOK 2050”は温室効果ガス80％削減を前提として策定。
 今回は、カーボンニュートラル（CN）の実現を前提とした新しいビジョンを策定。
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新ビジョンの導入ポテンシャルと導入見通しの比較（累計）

 国内の太陽光導入ポテンシャルの推計結果は2,380GWDC（国内の電力需要の2倍程度か?）
 2022年度末の導入実績（累計）87GWDC

※１は導入ポテンシャルの3.6％
 2050年度の導入見通し509GWDC導入ポテンシャルの21％
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※:IEA（国際エネルギー機関）公表のデータに基づきJPEAが試算。GW（ギガワット＝100万kW）、GWDCは直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）
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《参考》 導入ポテンシャル分析結果 – 内訳詳細
単位:GWDC■技術ポテンシャル

環境省R03環境省R01      
（レベル3）

環境省R01      
（レベル2）

環境省R01      
（レベル1）NEDO今回分析中分類大分類

1671591214449201戸建住宅

住宅 84738154222集合住宅

0000017BIPV（住宅）

0331243商業系建築物

非住宅建物

1915147927公共系建築物

253323161737産業系建築物

2350000259その他建築物

0000066BIPV（非住宅）

4191722417施設用地

地上設置
（農地除く）

00002412駐車場

0114024道路関連施設

000023空港関連施設

040012鉄道関連施設

021105公園・山林等

7712,3651,1835913811,276耕作地

農業関連 23082412034286荒廃農地

00002230その他農地

45217387水上空間水上関連

0000227EV車両その他設置形態

1,4652,7461,4476997062,380合計

容量の単位:GW（ギガワット＝100万kW）、GWDCは直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）
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11月7日公開の新ビジョンの導入量見通し:2020年公開版との比較
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 2030年度は100GWから125GWAC、2035年度は130GWACから171GWACに見直され、
 2050年は300GWAC（電力需要の31％）から386GWAC（電力需要の40％程度か?）に増加

注釈）GW（ギガワット＝100万kW）、GWACは交流出力（パワーコンディショナー（PCS)の合計出力）



〇

10需要家主導による太陽光発電導入促進に関する調査

50kW以上の高圧地上設置の発電コスト（LCOE）は11.0円/kWh（2023年運開）であり、JPEAが2022年2月に
公開した調査結果の13.1円/kWh（2020年運開）と比べて2.1円/kWhコスト低減が進んでいる。しかしながら、
この低減ペースでは、7.0円/kWhのコスト目標の達成が2030年より先になることが懸念される。

*JPEA「太陽光発電コスト低減可能性調査報告書(2022年2月25日)」を参照。2020年に運開した高圧山林のLCOEについて、本事業の高圧地上設置と同条件でLCOEの比較をするにあたり、山林から地上設置に
変更した場合のコストダウンを見込んでコストを補正したLCOEと、本事業の高圧地上設置のLCOEとの差を分析した。なお、LCOE算出方法は発電コスト検証ワーキンググループに倣った。
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設備費

開発費

工事費

維持管理費

ライフサイクル発電量

設備利用率向上
17.2%⇒17.9%

運転期間延長
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LCOE
(円/kWh)

2.1

山林から地上設置に
変更した

着実にコストは低減しているものの
原材料、資材高騰などの影響があり

コスト目標達成に向けては
一層のコスト削減努力が必要である
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地上設置太陽光の発電コストの低減の可能性
「需要家主導による太陽光発電導入促進に関する調査（2023年3月）」より
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《参考》 新ビジョン 導入量試算用 事業用 - 自家消費型の分析諸元

 コスト・設備利用率:「需要家主導による太陽光発電導入促進補助金」報告書の結果・諸元を採用（設備
費は習熟率20%でコスト低減想定）

 カーボンプライス: IEA/World Energy Outlook 2022/APSシナリオの想定値を採用。
 売電単価: 余剰分は卸電力単価で売電する想定で、契約電力単価との加重平均値を採用。
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《参考》 新ビジョン 導入量試算用 事業用 - オフサイト型の分析諸元

 コスト・設備利用率:「需要家主導による太陽光発電導入促進補助金」報告書の結果・諸元を採用（設備
費は習熟率20%でコスト低減想定）

 カーボンプライス: IEA/World Energy Outlook 2022/APSシナリオの想定値を採用。
 売電単価:卸電力単価の想定値を採用。
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新ビジョン 導入見通し分析結果（ACベース） - まとめ -

 IRR分析結果および普及曲線、年間導入量を加味した導入見通し（ACベース）は、2030年度で125GWAC、
2035年度は171GWAC、2050年度には386GWACと推計された。

 今後導入される太陽光発電の大半は建物設置、地上設置ともに配電系統に接続される高圧・低圧となる見込み
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ような配電系統システムの構築が不可欠。
今から周到に準備を進めるべきでは？
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2050年のビジョン実現向けた
課題とチャレンジ



 2030年までに、先ず達成すべきことは「FITから自立した主力電源になること」
 ビジョン実現に向けた６つのチャレンジとは

太陽光発電が日本の主力電源となるためのチャレンジ・課題

系統制約
の克服

空き容量及び
調整力の確保

地域との
共生

価値
創出

コスト
競争力の

向上

FITからの自立

主力電源の土台

主力電源

電力
市場への

統合

技術開発の推進 規制改革・制度的支援
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課題と対応策の例FITから自立後
のビジネス

FIT制度下
のビジネス

変動価格、昼間価格低下への対応:
・需給一体型モデル（自家消費）
・PPAモデル（RE100企業等へ供給）

△
市場価格を
前提とした事業

◎
固定買取価格

kWh価値
（エネルギー
価値）

リスク最小化の対策
・発電量予測精度の向上
・スポット市場活用（時間前）
・VPP等の活用・他電源との組み合わせ
・アグリゲーターの育成

リスク発生
（計画値（30分）同時同
量ルール下発生するリス
ク）（前日・時間前市場）

無し
FIT特例制度

インバランス･
リスク

・割引エリアでの新規開発（立地誘導）
・自家消費型
・高積載化

負担有り
（ｋW課金＋kWh課金、

10kW未満は当面免除）
実質負担無しNWコスト

発電側課金

出力抑制中は「上げ・下げ」調整力の提
供が可能?

困難だが将来は可能性有り
（需給調整市場等）無しΔkW価値

（調整力）

調整係数が適用されるが制度上は可能。
蓄電池等と組み合わることで供給力の価
値を高められる可能性有り

可能性有り
（容量市場等）無しkW価値

（供給力）

非化石価値取引市場の活用や、RE100
企業等への供給

有り
（非化石価値取引市場等）無し環境価値

FITからの自立と「電力市場への統合」で直面する課題とチャレンジ
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事業予見性上の課題:出力制御の増大と卸電力スポット価格の下落
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182023年8月3日 経産省 第47回 系統WG 資料1より

2023年度の再エネ出力制御見通しは、（様々な理由があるが）当初予想を上回る数字となっている。

出力制御の状況①2023年度の各エリアの再エネ出力制御見通し等
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出力制御の状況②再エネ出力制御低減対策の効果
太陽光・風力が2023年度供給計画2032年度導入量の1.4倍程度まで導入された時を想定し、各種の対策が講じられた場合の
算定結果が示されたが、事業者としてはかなり厳しい結果となっている。

2023年12月6日 経産省 第49回 系統WG 資料1より
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出力抑制の低減に向けた取組・施策について（JPEA要望）
 出力抑制の低減に向けた抜本的な解決策として、従来からの取組・施策に加えて、下記のような思い切っ

た対策を検討・実施すべきではないか。

① 系統増強:マスタープランで示された、西日本地域の連系線・地内系統、並び
にFC変換所の増強工事の早期実施に向けた費用便益評価と詳細設計の前倒し。

② 電力市場改革:価格シグナルに応じた供給側及び需要側の行動変容を適切に促
すことを目的に、欧米では従来から実施されている卸電力市場におけるマイナ
ス価格導入の早期実現に向けた検討。

③ 小売料金メニュー:需要側の行動変容を促す小売料金メニュー設定の推進。上
記②との相乗効果により、家庭・業務・産業部門の熱供給設備や下水の汚泥処
理等、従来埋もれていたDRリソースの掘り起しに繋がるのではないか。

④ 出力抑制ルール:太陽光発電では既に制度化されている、オンライン代理制御
を⾧期固定電源にも対象を広げ、電源間の公平性を確保するための検討。

⑤ 託送料金制度:卸電力スポット価格が0.01円／kWh等に低下した場合は、需
要側の託送料金を割引く等により、需要の喚起と需要設備の立地誘導を図る。

⑥ 電化の推進:余剰電力の活用が可能なヒートポンプ給湯器やEV等の導入促進。
⑦ 再エネの調整力活用:下げ調整力の不足に対応するために、火力電源を起動さ

せておくといったような従来の系統運用から、オンラインにより追加抑制が可
能な再エネの下げ調整力を活用することで、再エネの出力抑制量を減らせない
か。また、出力抑制中の再エネであれば、上げ調整力を提供することも可能で
あり、このような調整力を活用すれば電力コストを低減できるのではないか。



系統制約の克服と電力市場への統合を可能にするセクターカップリング

電力供給の
CO2フリー化
（脱炭素化）

運輸部門の
電動化

熱利用の
電化

政策誘導＋
市場メカニズム

シナジー
効果

需要側と供給側が一体となって
「脱炭素化」「エネルギー利用効率と自給率の大幅な向上」

を同時達成

乗用車、路線バスの電動化
は既に始まっている。
貨物トラック等は非接触充
電やバッテリー技術の革新
によって電動化が進む。

家庭、業務、産業部門
における熱利用を燃焼
から高効率なヒートポンプ
蓄熱方式に

再エネのコスト競争力
向上により、電力供給
のCO2フリー化が最も
費用対効果の高い供給
側対策に。

需要側に設置し自家消
費電力をCO2フリー化。
需要側が直接メリット
を享受でき送電ロスの
削減にも貢献。

＜需要側対策＞

＜需要側対策＞＜需要側対策＞

＜供給側対策＞

■電力供給、熱利用、運輸の３つのセクターにおいて高効率化と脱炭素化を一体的に推進。
■再エネ由来電気の需要が増大し、同時に出力変動を吸収する蓄エネ能力が飛躍的に向上。
■需要側のありとあらゆる場所に設置できる太陽光発電は、「セクターカップリング」の

推進、そして「需給一体型のエネルギーインフラ」の要となり得る。
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「需給一体型太陽光発電」で系統制約の克服と市場統合の実現
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将来の再エネ大量導入に向けて
太陽光発電ができること（やるべきこと）

・変動性再エネの調整力活用の可能性
・両面PVの垂直設置の普及拡大
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調整力の状況①下げ調整力（下げΔkW）の調達について

2023年8月17日 OCCTO第41回需給調整市場検討小委員会 第51回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料3より
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【参考】現状の供給余剰時の下げΔkW（下げ調整力）の確保について

2023年11月9日 OCCTO 第43回 需給調整市場検討小委員会 資料3より

現状の下げ余力が不足すると思われる供給余剰時は、再エネ等を抑制した上で調整電源（火力等）の出力を予め
持ち上げることで下げΔkWを確保している。
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調整力の状況②将来（2050年）の対応コスト試算結果
再エネ導入量が増大すると、調整力費用も増加すると試算されている。変動性再エネが調整力を持つことで、少しでもこの費用
を低減し、ひいては電気代の低減につなげたいと考える。

2023年3月29日 OCCTO 広域連系系統のマスタープラン 別冊資料より

全体の調整力費用の一部でも、変動性
再エネが調整力として貢献できれば良いと
考える。

※東3社の費用試算結果を2倍し全国での費用を概
算した様子。
詳細は、OCCTO「第81回 調整力及び需給バラン
ス評価等に関する委員会」の資料を参照。
「起動費」「燃料費」で試算しており、火力を想定して
いると考える。
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2
022/chousei_jukyu_81_haifu.html
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調整力の状況③九州エリア23年4月9日の需給実績（23年出力抑制量最大時）

万kWh

水力50

太陽光
978

原子力
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火力
192

バイオマス 39

1,601 860

741

風力
3.5

太陽光
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太陽光（実績）

• 2023年4月9日は、晴天かつ日曜日であり、変動性再エネ（太
陽光、風力）の大部分が抑制されている。

• 火力は、ほとんどが最低出力まで下げられていると予想するが、調整
力確保のために、最低出力に下げていない発電所もあると考える。

• 現在主に火力が担っている調整力について、変動性再エネが一部
でも担うことができれば、出力抑制が多少でも低減することができ
ると考えている。

23年4月9日の九州エリア太陽光の発電・抑制実績 23年4月9日12:00～13:00の九州エリア需給実績

調整力の
一部を変動
性再エネで
担うことはで
きないか?

出力抑制中
は制御できる
電源となる。
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《参考》 将来の新しい制度／市場に対応したPCSの開発
• OCCTOグリッドコード検討会における「周波数変化の抑制対策（上昇側）（低下側）」は、フェーズ2（2025

年）として要件化される方向で進んでいる（下図参照）。

• 例えば、一次調整力（GF、自端制御）であれば、常時調整力を供給するため下図特性の不感帯をなし、または
極小とし、同様な特性カーブで動作させれば、調整力にも対応可能と考える。

• ただし、LFSM-U（周波数低下）の出力最大値は、太陽光／風力の最大発電量を求めながら（探しながら）
制御する方法について検討が必要。

当面は出力抑制時に
限定としている。

2023年6月7日 OCCTO 第13回 グリッドコード検討会 資料4より

対象:
太陽光・風力の特高10MW以上
（北海道・沖縄は2MW以上）

605958 61 62
0

20

40
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80

100
[%]

周波数[Hz]

有
効

電
力 不感帯

なし or
極小

出力をどこまで上昇できるか
の制御方法は要検討

※注意
・需給制約による出力制御時は、出力増
加量に制限はないが、系統制約による出
力制御時は、出力増加量の制限あり。
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変動性再エネの調整力活用に向けた動き

2023年6月21日 経産省 第52回 再エネ大量導入次世代NW小委員会 資料3より

経産省審議会でも、再エネ出力制御の低減に向けた対策パッケージの中に「変動再エネ（風力・太陽光）の調整力としての活
用」を挙げていただいた。
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変動性再エネの調整力活用に向けた動き

2023年6月21日 経産省 第52回 再エネ大量導入次世代NW小委員会 資料3より
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変動性再エネの調整力活用に向けた動き

2023年6月21日 経産省 第52回 再エネ大量導入次世代NW小委員会 資料3より
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出所：福井大学電気・電子工学講座 伊藤雅一教授 による

名古屋大学未来・材料・システム研究所 第3回エネルギーシンポジウムでの講演資料より

出力抑制の低減とPVの価値最大化の方策例:両面PVの垂直設置
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おわりに

・電力需給システムとはオーケストラのようなもの
（指揮者の下、其々の奏者が其々の役割を果たし、聴衆と一体となりながら、整った

コンサートホールにおいて、美しいハーモニーを奏でるように。太陽光発電もオーケストラの
の一員として、国民の豊かな暮らしと経済発展＋CNの実現に貢献できるように、役割を確
りと果たすことを忘れてはならない。）

・太陽光発電は配電系統を中心に今後も導入量が大きく増えていく
➡分散エネルギーリソース（DER）の最大活用により、発電されたPVの電気を余すことな

く使い切れるように、配電系統を含む送配電ネットワークの整備と運用の仕組みの構築
に向けて今から周到に準備をしておくべきではないか。

・今後増えていく再エネの出力抑制や需給調整力ニーズへの対応が急務
➡燃料費のかからない変動性再エネの余剰電力を、全体最適の観点で、システム全体で

うまく活用し使いきるかが今後益々重要となる。（業界のエゴを超えて）
➡変動再エネとして自ら取り組めること（調整力としの活用や、垂直設置等）があるので、

将来を見据え、今から準備を進めるべきではないか。
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ご清聴ありがとうございました


